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〔医療機関等における税制のあり方に関する提言〕

－持続可能な社会保障制度の確立と医療機関等の経営安定化のために－

【提言の目的】 

公益社団法人日本医業経営コンサルタント協会では、平成２２年から平成２４年、平

成２６年、平成２７年と４回にわたり医業経営安定化のために「医療機関等における税

制のあり方に関する提言」を行ってきた。 

平成２９年（２０１７年）４月に予定されていた消費税率の１０％への引き上げが、

平成３１年（２０１９年）１０月に延期されることになった。このため平成３０年度

（２０１８年）に実施される予定の診療報酬・介護報酬の同時改定の財源を確保するこ

とは極めて厳しい状況にある。 

また平成２９年度の予算編成における社会保障費の伸びは６，４００億円と見込まれ

ているが、経済財政諮問会議の有識者議員提出資料（１０月１４日）では、「これまでの

実質的な増加（３年間で１．５兆円程度）、経済・物価動向等を踏まえ、その基調を継続

するよう、自然増６４００億円を圧縮すべき」としている。 

このように財政面から厳しい経営環境下に置かれている医療機関等の経営の安定化を

図るためには、税制面から経営を支える施策を講ずることが喫緊の課題と考え、前回ま

での提言を踏まえて改めて「医療機関等おける税制についての提言」を行うものであ

る。 



【提言の趣旨】 

１．控除対象外消費税額等について 

  消費税率１０%への引き上げ時期は平成３１年（２０１９年）１０月まで２年半延

期されることとなったが、平成２８年度税制改正大綱に「医療に係る消費税等の税

制のあり方については（中略）平成２９年度税制改正に際し、総合的に検討し、結

論を得る。」と記述されているため、医療機関等における「控除対象外消費税」問題

については平成２９年度税制改正により抜本的解決のための結論が得られることが

必須であると考える。 

２．認定医療法人制度の恒久化と医療法人の税制等について 

持分無し医療法人への移行を促進するために認定医療法人制度を恒久的な制度とす

るとともに、持分無し医療法人と持分あり医療法人の税制に関する改正、並びに持分

のある医療法人に対する適切な承継税制の創設を要望する。 

３．社会医療法人等の地域医療を支える法人の税制等について 

社会医療法人の医療機関は地域医療の重要な役割を担っており、経営の安定化と永

続性が強く望まれる。社会医療法人について安定した運営ができるように、制度面の

改正を望むものである。 

併せて現在いくつかの地域で検討が進められている地域医療連携推進法人について

も、この制度の推進をはかるために税制面における支援策が必要であると考える。 



【提言】 

Ⅰ．控除対象外消費税額等について 

１．社会保険診療報酬等（公的な医療保障制度に係る療養、医療、施設療養又はこれ 

らに類するものとしての資産の譲渡等、介護保険法の規定に基づく居宅介護サービス

費の支給に係る居宅サービス及び施設介護サービス費の支給に係る施設サービス等）

に対する消費税の非課税制度を課税制度に改めること。 

２．医療機関等における「控除対象外消費税」問題解決のための抜本的な施策は、消 

費税率を１０％に引き上げる際に措置すること。なお、その措置は平成２９年度税制

改正に盛り込むこと。 

Ⅱ．認定医療法人制度の恒久化と医療法人の税制等について 

１．認定医療法人制度について、厚生労働大臣が移行計画の認定をする期間を３年間に

限定するのではなく、恒久的な措置とすること。また、認定医療法人が「持分のない

医療法人」に移行する期限について、３年を超えない範囲とされているところを５年

を超えない範囲とすること。 

２．平成２６年度税制改正で創設された医業継続に係る相続税及び贈与税の納税猶予・

免除制度について、認定医療法人制度の恒久化に合わせて恒久的な措置とすること。 

３．持分のある医療法人についても、平成２８年３月３１日現在、医療法人総数の７

８.１％を占めるという実態を受容して、医業継続を図るため、持分のある医療法人

に係る新たな相続税及び贈与税の納税猶予・免税制度を早急に創設すべきである。 

  そのため、医療法人の公益性及び非営利性に鑑み、取引相場のない株式等について

の相続税及び贈与税の納税猶予制度と同等以上の措置とすること。 

４．「持分のある医療法人」の出資評価について、類似業種比準価額方式の評価方法を

配当の無い普通法人の株式評価と同じ方法（評価算式の分母を３とし、分子の配当要

素は０とする評価）に改めること。また、純資産価額方式については、医療法人の社

員は各一個の議決権を有する（医療法第４８条の４第１項）とされており、特定の出

資社員が独占的な支配権を有することはできないため、支配割合５０％未満の同族株

主同様に純資産価額の８０％評価とすること。 

Ⅲ．社会医療法人制度等について 

１．社会医療法人は地域医療を担う重要な医療機関を運営していることから、地域人口

の減少等によって認定要件が満たせなくなった場合に地域の実情に応じた柔軟な対応

を可能とすること。また社会医療法人制度の一層の普及をはかるために救急医療等確

保事業に加えて、地域包括ケアシステムの構築に資する公益性の高い事業を追加する

こと。 

２．社会医療法人の取り消しを受けた場合において、従前の剰余金に対して非課税とな

るように措置すること。 



３．社会医療法人の「救急医療等確保事業の用に供する固定資産」に対しては、固定資

産税が非課税とされているが、その公益性に鑑みて非課税の範囲を「医療の用に供す

る固定資産」全般に拡大すること。   

４．社会医療法人の非課税要件における「社会保険診療報酬、健診等に係る収入金額が

全収入金額の８０％超え」となっているがこれを６０％超えに緩和すること。 

５．地域医療連携推進法人について、制度の発展をはかるために公益性の高い法人とし

ての税制における配慮が必要であり、十分に検討し措置すること。 
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